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定住自立圏構想の今後の展開に関する調査（速報）（宣言済中心市）

中心市宣言のみ 
6%(5団体) 

協定締結済 
4%(3団体) 

共生ビジョン 
策定済 
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資料２－１ 
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第１編　定住自立圏の取組状況について
　 Ｑ１　どのようにして周辺市町村との連絡調整を行っていますか。（複数選択可）

[その他の内訳]

　

Ｑ２　地方自治法に基づく広域連携の仕組みのうち、貴市が活用しているものを選択してくださ
い。（複数選択可）

○合併１市圏域のため調整が不要(13)
○必要に応じて開催(5)

0% 20% 40% 60%

市町村職員の定期的な意見交換 

定住自立圏協議会等の設置 

市町村長の定期的な意見交換 

広域連合会議等の活用 

市町村議員の定期的な意見交換 

その他 

60%(50団体) 

33%(28団体) 

18%(15団体) 

2%(2団体) 

1%(1団体) 

30%(25団体) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

一部事務組合 

広域連合 

事務の委託 

協議会 

機関等の共同設置 

71%(60団体) 

52%(44団体) 

42%(35団体) 

27%(23団体) 

13%(11団体) 
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[その他の内訳]

Ｑ３－３　ビジョン懇談会の開催頻度はどの程度ですか。

　

○福祉関係者(10)
○農業関係者(6)
○防災関係者(4)

Ｑ３－４　ビジョン懇談会を共生ビジョンの策定・変更以外の目的に活用されていますか。
（複数選択可）

Ｑ３－１　ビジョン懇談会の委員は、どのようなメンバーで構成されていますか。（複数選択可）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療機関の関係者 
商工会議所、地元企業の関係者 

観光関係者 
公共交通機関の関係者 

住民団体（ＮＰＯ法人等）の関係者 
教育関係者 

学識者（大学教授等） 
一般市民（公募等） 

まだビジョン懇談会を開催していない 
金融機関関係者 
市町村議会議員 

その他 

83%(70団体) 
79%(66団体) 

74%(62団体) 
65%(55団体) 

62%(52団体) 
61%(51団体) 

56%(47団体) 
24%(20団体) 

7%(6団体) 
5%(4団体) 

1%(1団体) 
42%(35団体) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

共生ビジョンの策定・変更時のみ開催 

定期的な意見交換 

協定内容の追加・変更 

定住自立圏構想に関する理解の促進（研修等） 

その他 

70%(59団体) 

30%(25団体) 

13%(11団体) 

6%(5団体) 

1%(1団体) 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１回/年 

２回/年 

３回/年 

４回/年 

５回/年以上 

44%(37団体) 

24%(20団体) 

8%(7団体) 

2%(2団体) 

4%(3団体) 



4

[その他の内訳]
○講演会等の開催(3)
○報道機関（ラジオ等）での情報提供(2)

Ｑ４　定住自立圏についての住民への情報提供として、どのようなことを行っていますか。（複数
選択可）

Ｑ５　定住自立圏が地域のマスメディア（新聞・テレビ等）で、どの程度取り上げられているか。
最も近い選択肢を１つ選んで下さい。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームページ 

市町村の広報誌 

パンフレット・ 
冊子等作成 

住民説明会の開催 

その他 

99%(83団体) 

68%(57団体) 

18%(15団体) 

2%(2団体) 

8%(7団体) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

年に１回程度 

６ヵ月に１回程度 

今までに取り上げられたことがない 

２ヵ月に１回程度 

１ヵ月に１回程度 

65%(55団体) 

18%(15団体) 

8%(7団体) 

6%(5団体) 

1%(1団体) 
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第２編　定住自立圏の効果について

[その他の内訳]

　

Ｑ７　定住自立圏に取り組んだ効果が顕著に表れた分野を選んでください。（上位３つまで）

[その他の内訳]

Ｑ６　定住自立圏に取り組んだことによる効果として、大きなものから順番に３つまで選び、具体
的にどのような効果が現れたのか、取組事例とともに記載してください。（例：医師会と協力し病診
連携を実施したことにより、中核病院の夜間救急患者数が減少した）

○取組を開始してから間もないため、今後、効果が表れると考えられる(9)
○医師会等との連携により、中核病院の負担軽減が図られた(2)
○一体的な観光連携により、効果的な情報発信が可能となった(2)

○取組を開始して間もないため、現時点では効果が顕著に表れた分野を把握していない(11)
○防災(4)

0% 20% 40% 60%

住民の利便性の向上 

生活機能の強化 

関係市町村の結びつきの強化 

地域コミュニティの活性化 

圏域内の人材育成の強化 

行財政の効率化 

行政への住民参加 

その他 

57%(48団体) 

55%(46団体) 

38%(32団体) 

15%(13団体) 

15%(13団体) 

11%(9団体) 

1%(1団体) 

25%(21団体) 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

医療 
公共交通 
産業振興 

福祉 
人材の確保・育成 

情報通信 
交流移住 
文化芸術 

教育 
環境 

交通インフラ整備 
地産地消 

その他 

48%(40団体) 

31%(26団体)  

30%(25団体) 

18%(15団体) 

17%(14団体) 

10%(8団体) 

8%(7団体) 

7%(6団体) 

6%(5団体) 

5%(4団体) 

5%(4団体) 

2%(2団体) 

21%(18団体) 
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Ｑ９　定住自立圏において今後取組を推進したい分野を選んでください。（上位３つまで）

[その他の内訳]

[その他の内訳]

Ｑ１０　定住自立圏の取組を進めるにあたっての課題について、該当するものを選び、その具体
的な内容について記述してください。（複数選択可）

○防災(4)
○現時点では、取組の優先順位付けを行っていない(3)

○財源の確保(4)
○連携事業数の増加(2)
○中心市の事務負担の軽減(2)
○関係市町村との調整に時間を要する(2)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

産業振興 

医療 

交流移住 

公共交通 

文化芸術 

地産地消 

人材の確保・育成 

福祉 

情報通信 

交通インフラ整備 

教育 

環境 

その他 

 50%(42団体) 

45%(38団体) 

27%(23団体) 

26%(22団体) 

15%(13団体) 

15%(13団体) 

14%(12団体) 

14%(12団体) 

13%(11団体) 

10%(8団体) 

10%(8団体) 

8%(7団体) 

11%(9団体) 

0% 10% 20% 30% 40%

住民への浸透度の向上 

周辺市町村の積極的な事業参加 

中心市と周辺市町村の格差の縮小 

さらなる圏域の拡大 

将来的な合併 

その他 

38%(32団体) 

36%(30団体) 

15%(13団体) 

2%(2団体) 

0%(0団体) 

29%(24団体) 
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第３編　その他

[その他の内訳]

[その他の内訳]

Ｑ１６　中心市のリーダーシップのあり方についてお聞きします。どのようにして周辺市町村に対し
てリーダーシップを取っていますか。（複数選択可）

○合併１市圏域のため設問に該当しない(10)

Ｑ１１　定住自立圏構想に関して総務省への要望があれば、該当するものを選択した上で、具体
的に記述してください。（複数選択可）

Ｑ１３　我が国では、高度成長期等に集中的に整備された公共施設が耐用年数を迎えつつあり、
近い将来に多額の更新費用が必要となることが想定されています。貴圏域において、「集約と
ネットワーク」の考え方に基づき、老朽化した公共施設を集約化・統廃合する必要性があると考え
ますか。

○明確かつ具体的なメリット(インセンティブ)の提案(2)
○制度の法制化(2)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

財政措置の充実 

積極的な情報提供 

手続の簡素化 

モデル事業の充実 

その他 

68%(57団体) 

26%(22団体) 

13%(11団体) 

10%(8団体) 

8%(7団体) 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

集約化する必要があるが、検討が進んでい

ない 

集約化する必要があり、検討を進めている 

集約化する必要はない 

既に集約化を行った 

45%(38団体) 

25%(21団体) 

24%(20団体) 

4%(3団体) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

中心市が主導して協議会等を開催 

中心が主体となって事業内容等を提案 

中心市から一元的に情報発信を実施 

特にリーダーシップをとることを意識していない 

その他 

54%(45団体) 

45%(38団体) 

18%(15団体) 

11%(9団体) 

15%(13団体) 
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[その他の内訳]
○合併１市圏域のため設問に該当しない(9)
○財政的なメリット(2)

Ｑ１７　周辺市町村に対して、どのように定住自立圏に取り組むメリットや圏域内における役割分
担・責任の所在を理解していただいていますか。（複数選択可）

0% 20% 40% 60%

ネットワークの充実により利便性が高まる 

行財政の効率化を見込める 

圏域内での住民交流が生まれ、 
地域の活性化につながる 

集約化により中心市の高度な都市機能が 
利用できるようになる 

その他 

55%(46団体) 

52%(44団体) 

44%(37団体) 

29%(24団体) 

15%(13団体) 

【備考】中心市宣言済84市に調査を依頼し、回答を得たものを取りまとめた（平成25年7月5日時点）。 
 


	集計%

